
三次市教育委員会議案第３７号 

 

 

三次市教育奨学基金貸付条例施行規則の一部を改正する規則案について 

 

 

三次市教育奨学基金貸付条例施行規則の一部を改正する規則案について，別紙

のとおり提案する。 

 

 

令和６年１２月２３日提出 

 

 

三次市教育委員会教育長 迫 田 隆 範  





三次市教育委員会規則第  号 

 

 

 三次市教育奨学基金貸付条例施行規則の一部を改正する規則案を，次のとおり

提案する。 

 

 

  令和６年１２月２３日 

 

 

三次市教育委員会教育長 迫 田 隆 範  

 

 

   三次市教育奨学基金貸付条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 三次市教育奨学基金貸付条例施行規則（平成１６年三次市教育委員会規則第２

４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条中「毎年２月１日から４月１５日まで」を「教育委員会が別に定める期

間」に改め，同条ただし書を削る。 

 第８条中「その旨を１０日以内に」を削る。 

 第１０条中「当該通知を受けた日の翌日から起算して７日以内に」を「当該通

知を受けたら速やかに」に改める。 

 第１３条中「毎年４月１５日」を「教育委員会が別に定める日」に改める。 

 第２１条第２項中「継続する期間」の次に「（１２年を上限とする。）」を加

える。 

 様式第１号中 

「 

 本人の就学者控除  自宅・自宅外 

                                 」を 



「 

○ 本人の就学者控除  自宅・自宅外 

                                 」に改

める。 

 様式第１３号中 

「⑴については事由の継続する期間⑵又は⑶は１年以内」を「⑴については事由

の継続する期間（１２年を上限とする。），⑵又は⑶は１年以内」に改める。 

 様式第１４号及び様式第１６号中 

「 

 □ 高等学校等に在学 

           」を 

「 

 □ 高等学校等及び大学院に在学 

                」に改める。 

 様式第１７号中 

「 

              申請者（奨学生・奨学生以外） 

                   〒 

               住 所             

               氏 名             

                              」を 

「 

 三次市長 様 

              申請者（奨学生・奨学生以外） 

                   〒 

               住 所             

               氏 名             

                              」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 



１ この規則は，令和６年１２月１３日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行日の前日までに改正前の三次市教育奨学基金貸付条例施行規

則の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，改正後の三次市教育奨学

基金貸付条例施行規則の相当規定によりなされたものとみなす。 
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○三次市教育奨学基金貸付条例施行規則 

平成16年４月１日教育委員会規則第24号 

改正 

平成16年５月17日教育委員会規則第37号 

平成18年３月28日教育委員会規則第９号 

平成19年５月17日教育委員会規則第６号 

平成19年10月16日教育委員会規則第10号 

平成20年２月15日教育委員会規則第６号 

平成23年１月25日教育委員会規則第１号 

平成24年６月４日教育委員会規則第８号 

平成27年３月26日教育委員会規則第５号 

平成27年12月18日規則第48号 

令和元年８月23日教育委員会規則第６号 

令和３年１月４日教育委員会規則第１号 

三次市教育奨学基金貸付条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，三次市教育奨学基金貸付条例（平成16年三次市条例第121号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（審査会の任務） 

第２条 条例第５条の規定による三次市教育奨学金貸付審査会（以下「審査会」という。）は，次

の職務を行う。 

(１) 奨学金の貸付対象者を審査し，選定すること。 

(２) 奨学金の返還猶予及び返還免除の申請に係る事項を審査し，判定すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項を審査すること。 

（審査会の構成） 

第３条 審査会は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員で構成する。 

(１) 教育委員会教育長 

(２) 市内高等学校長 

(３) 小学校長を代表する者 

(４) 中学校長を代表する者 
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(５) 教育委員会委員 

(６) 学識経験者 

２ 委員の任期は，当該職に在任する期間とする。 

（会長） 

第４条 審査会に会長を置き，委員の互選によって定める。 

２ 会長の任期は，２年とする。 

３ 会長は，審査会の会議を主宰し，審査会を代表する。 

４ 会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，出席した委員の互選により選出された者が，

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審査会の会議は，会長が招集し，その議長となる。 

２ 審査会は，委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審査会の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

（貸付けの申請） 

第６条 奨学金の貸付けを希望する者（以下「申請者」という。）は，次に掲げる書類を教育委員

会に提出しなければならない。 

(１) 三次市教育奨学金貸付申請書（様式第１号） 

(２) 申請者の父母（父母がいない場合にあっては，これに代わって家計を支えている者を含む。

以下同じ。）の市・県民税課税台帳記載事項（所得）証明書 

(３) 在学証明書（当該学年に係るものに限る。） 

(４) 学校長の推薦書（様式第２号） 

(５) 世帯全員の記載のある住民票記載事項証明書 

(６) 申請者の父母の滞納がないことの証明書 

（貸付申請書の受付期間） 

第７条 前条の奨学金貸付申請書の受付期間は，毎年２月１日から４月15日まで教育委員会が別に

定める期間とする。ただし，特別の事情があるときは，この限りでない。 

（貸付けの決定） 

第８条 条例第９条の規定により貸付けの決定をしたときは，その旨を10日以内に三次市教育奨学

金貸付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（貸付基準） 
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第９条 奨学金は，父母の所得金額の合計額から特別控除額（別表第１）を控除して得た額が収入

基準額表（別表第２）に定める収入基準額以下である者に貸し付けるものとする。 

（誓約書の提出） 

第10条 第８条の規定により決定通知を受けた者は，当該通知を受けた日の翌日から起算して７日

以内ら速やかに誓約書・振込口座届（様式第４号）に連帯保証人２人連署のうえ，次に掲げる書

類を添えて，教育委員会に提出しなければならない。 

(１) 連帯保証人の市県民税納税証明書 

(２) 連帯保証人の印鑑証明書 

（連帯保証人の資格） 

第11条 連帯保証人は，次の要件に該当する者でなければならない。 

(１) 市内に１年以上居住する者であること。 

(２) 奨学生と連帯して債務を保証する能力のある者であること。 

（奨学金の貸付け） 

第12条 奨学金の貸付けについては，毎月１月分ずつを当該月に貸し付けるものとする。ただし，

特別の理由があると認められるときは，２月分以上を合わせて貸し付けることができるものとす

る。 

２ 奨学金の貸付けは，金融機関に設けられた奨学生名義の預貯金口座に振り込む方法により行う

ものとする。 

（奨学生の継続） 

第13条 奨学生は，前年度に引き続き奨学金の貸付けを受けようとする場合には，毎年４月15日教

育委員会が別に定める日までに第６条第３号に掲げる在学証明書を教育委員会に提出しなければ

ならない。ただし，特別の事情があるときは，この限りでない。 

（貸付けの辞退） 

第14条 奨学生は，条例第11条第１号又は第２号に規定する事由に該当するときは，三次市教育奨

学金貸付辞退届（様式第５号）により届け出なければならない。 

（異動等の届出） 

第15条 条例第12条第１項各号のいずれかに該当する者は，三次市教育奨学金貸付変更届（様式第

６号）に関係書類を添えて，教育委員会に提出しなければならない。 

２ 条例第12条第２項に該当する者は，卒業届（様式第７号）を教育委員会に提出しなければなら

ない。 
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３ 父母又は連帯保証人は，奨学生又は奨学生であった者が死亡したときは，死亡届（様式第８号）

を教育委員会に提出しなければならない。 

（奨学金の休止及び停止の通知） 

第16条 条例第10条に規定する休止は，休学した日の属する月の翌月（その日が月の初日であると

きは，その日の属する月）からとする。 

２ 教育委員会は，前項の規定により奨学金の貸付けの休止を決定したときは，その旨を三次市教

育奨学金貸付休止決定通知書（様式第９号）により奨学生に通知する。 

３ 条例第11条に規定する停止は，次の各号に定める日の属する月の翌月（その日が月の初日であ

るときは，その日の属する月）からとする。 

(１) 条例第11条第１号に該当するときは，資格を喪失したとき。 

(２) 条例第11条第２号に該当するときは，その届出の日 

４ 教育委員会は，前項の規定により奨学金の貸付けの停止を決定したときは，その旨を三次市教

育奨学金貸付停止決定通知書（様式第10号）により奨学生に通知する。 

（奨学金の復活） 

第17条 教育委員会は，前条第１項の規定により奨学金の貸付けを休止された者が復学届（様式第

11号）を提出したときは，その届出の日の属する月から奨学金の貸付けを復活することができる。

ただし，休止したときから２年を経過したときは，この限りでない。 

（奨学金の額の変更） 

第18条 教育委員会は，奨学生から条例第12条の規定により転学又は住所の変更の届出があった場

合で奨学金の貸付額の変更が生じたときは，転学した日又は住所を変更した日の属する月の翌月

（その日が月の初日であるときは，その日の属する月）から奨学金の額を変更することができる。 

２ 教育委員会は，前項の規定により奨学金の貸付額の変更を決定したときは，その旨を三次市教

育奨学金貸付変更通知書（様式第12号）により奨学生に通知する。 

（借用証書の提出） 

第19条 奨学生は，次の各号のいずれかに該当する場合は，直ちに三次市教育奨学金借用証書（様

式第13号）に連帯保証人２人連署のうえ，連帯保証人の印鑑証明書を添えて，教育委員会に提出

しなければならない。 

(１) 条例第７条の規定により，奨学金の貸付期間を満了したとき。 

(２) 条例第11条の規定により，奨学金の貸付けを停止されたとき。 

（奨学金の返還） 
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第20条 奨学金の返還は，月賦又は半年賦とし，期間内に納付しなければならない。ただし，前納

を妨げない。 

２ 奨学金の割賦金の額は，特別の事情がある場合を除くほか，月額にして，貸付けを受けた奨学

金の額に応じて，次の表に定める額とする。 

貸付けを受けた奨学金の額 割賦金の月額 

500,000円以下のもの 5,000円 

500,000円を超え750,000円以下のもの 6,000円 

750,000円を超え1,000,000円以下のもの 7,000円 

1,000,000円を超え1,250,000円以下のもの 8,000円 

1,250,000円を超え1,500,000円以下のもの 9,000円 

1,500,000円を超え1,750,000円以下のもの 10,000円 

1,750,000円を超え2,000,000円以下のもの 11,000円 

2,000,000円を超え2,250,000円以下のもの 12,000円 

2,250,000円を超え2,500,000円以下のもの 13,000円 

2,500,000円を超え2,750,000円以下のもの 14,000円 

2,750,000円を超えるもの 15,000円 

３ ２以上の貸付契約により奨学金の貸付けを受けた場合における奨学金の返還の割賦金の額につ

いては，貸付けを受けた奨学金の額の合計額を「貸付けを受けた奨学金の額」として前項の規定

を適用する。 

（返還猶予の申請） 

第21条 奨学生又は奨学生であった者が，条例第14条の規定により奨学金の返還猶予を受けようと

するときは，三次市教育奨学金返還猶予申請書（様式第14号）に，その事実を証明する書類を添

えて，教育委員会に提出しなければならない。 

２ 奨学金の返還猶予の期間は，条例第14条第１号に該当するときはその事由が継続する期間（１

２年を上限とする。）とし，同条第２号又は第３号に該当するときは１年以内とする。ただし，

当該奨学金に係る奨学生又は奨学生であった者の生死が明らかでないときは，７年以内とする。 

３ 第１項の規定による申請について審査会が審査のうえ適当と判定したときは，教育委員会は，

当該奨学金に係る返還猶予を承認し，その旨を三次市教育奨学金返還猶予承認書（様式第15号）

により申請者に通知する。 
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４ 前項の規定により奨学金の返還猶予を承認された者は，猶予期間中にその事由が消滅したとき

は，三次市教育奨学金返還猶予事由消滅届（様式第16号）を教育委員会に提出しなければならな

い。 

（返還免除の申請） 

第22条 奨学生であった者，相続人又は連帯保証人が，奨学金返済未済額の減額又は返還免除を受

けようとするときは，三次市教育奨学金返還免除申請書（様式第17号）にその事実を証明する書

類を添えて，教育委員会に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申請について審査会が審査のうえ適当と判定したときは，教育委員会は，当

該奨学金に係る返還免除を承認し，その旨を三次市教育奨学金返還免除承認書（様式第18号）に

より申請者に通知する。 

（返還免除基準） 

第23条 返還免除の基準は，奨学金返還免除基準（別表第３）によるものとする。 

（奨学金の戻入） 

第24条 奨学生又は奨学生であった者は，条例第10条及び第11条に基づく休止及び停止の決定に伴

う貸付期間を超えて奨学金の貸付けを受けたときは，その奨学金を速やかに戻入れしなければな

らない。 

（その他） 

第25条 この規則の施行について必要な事項は，別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成16年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに，合併前の三次市奨学金貸付条例施行規則（平成14年三次市

規則第27号），君田村奨学金支給規則（平成８年君田村規則），布野村奨学金貸付条例施行規則

（平成14年布野村規則第10号）又は三和町奨学金規則（平成６年三和町規則第６号）（以下これ

らを「合併前の規則」という。）の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，それぞれこ

の規則の相当規定によりなされた処分，手続その他の行為とみなす。 

３ この規則の規定に関わらず，この規則の施行の日の前日までに給付，貸付け等の決定を受けた

者に係る奨学金については，なお合併前の規則の例による。 

附 則（平成16年教委規則第37号） 
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この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成18年教委規則第９号） 

この規則は，平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年教委規則第６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成19年教委規則第10号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成20年教委規則第６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成23年教委規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成21年４月１日から適用する。 

附 則（平成24年６月４日教委規則第８号） 

この規則は，平成24年７月９日から施行する。 

附 則（平成27年３月26日教委規則第５号） 

この規則は，平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年12月18日規則第48号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（令和元年８月23日教委規則第６号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（令和３年１月４日教委規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

別表第１（第９条関係） 

特別控除額表 

区分 特別の事情 特別控除額 

Ａ世帯

を対

象と

する

(１) 母子・父子世帯である

場合 

490,000円 

(２) 就学者のいる世帯であ

る場合（児童・生徒・学生

小学校 80,000円 

中学校 160,000円 
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控除 １人につき）  自宅通学 自宅外通学 

高等学校 国・公立 280,000円 470,000円 

私立 410,000円 600,000円 

高等専門学校 国・公立 360,000円 550,000円 

私立 600,000円 800,000円 

大学 国・公立 590,000円 1,020,000円 

私立 1,010,000円 1,440,000円 

専

修

学

校 

高等課程 国・公立 170,000円 270,000円 

私立 370,000円 460,000円 

専門課程 国・公立 220,000円 620,000円 

私立 720,000円 1,120,000円 

(３) 障害のある人のいる世

帯である場合 

障害のある人１人につき 860,000円 

(４) 長期に療養を要する人

のいる世帯である場合 

療養のため経常的に特別な支出をしている年間金額 

(５) 主たる家計支持者が別

居している世帯である場合 

710,000円 

Ｂ本人

を対

象と

する

控除 

申込者本人が高等学

校等に在学している

場合 

 自宅通学 自宅外通学 

高等学校 

高等専門学校 

専修学校（高等課程） 

国・公立 280,000円 470,000円 

私立 410,000円 600,000円 

大学・短期大学 

専修学校（専門課程） 

国・公立 280,000円 720,000円 

私立 440,000円 870,000円 

備考 

１ Ａ欄の「(２) 就学者のいる世帯である場合」による控除には申込者本人分は含めない。 

２ Ａ欄の控除については，該当する特別の事情が２つ以上ある場合は，これらの特別控除額

を合わせて控除することができる。 

３ 高等学校には，中等教育学校後期課程，特別支援学校高等部を含む。 
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別表第２（第９条関係） 

収入基準額表 

１ 高等学校・高等専門学校・専修学校（高等課程） 

区分 収入基準額 

世帯

人員 

１人 2,630,000円 

２人 3,490,000円 

３人 3,840,000円 

４人 4,060,000円 

５人 4,270,000円 

６人 4,450,000円 

７人 4,610,000円 

備考 

１ 世帯人員が７人を超える場合は，１人増すごとに16万円を世帯人員７人の収入基準額に加

算する。 

２ 高等学校には，中等教育学校後期課程，特別支援学校高等部を含む。 

２ 大学・短期大学・専修学校（専門課程） 

区分 収入基準額 

世帯

人員 

１人 2,980,000円 

２人 4,020,000円 

３人 4,480,000円 

４人 4,750,000円 

５人 5,020,000円 

６人 5,220,000円 

７人 5,420,000円 

備考 

世帯人員が７人を超える場合は，１人増すごとに20万円を世帯人員７人の収入基準額に加算

する。 
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別表第３（第23条関係） 

奨学金返還免除基準 

関係条項 免除事項 免除基準 添付書類 免除の範囲 

条例第15条     

 第１号 死亡したと

き。 

 市町村長の死

亡を証明する

書類 

死亡日以降に納期

の到来する返還未

済額の全部 

第２号 精神又は身

体に著しい

障害を受け

たとき。 

① 別表第４の心身障害の程

度第１級程度と認められる

もの 

② 別表第４の心身障害の程

度第２級程度と認められる

もの 

本人又は連帯保証人が返還す

ることが困難と認められるも

の 

医師又は歯科

医師の診断書 

申請日以降に納期

の到来する返還未

済額の①の場合は

全部，②の場合は３

／４ 

第３号 生死が明ら

かでないと

き。 

① 船舶・航空機により遭難し

た場合その他死亡の原因と

なるような危難に遭遇した

場合 

② 従来の住所又は居所を去

って，その生死が長年不明で

あるとき。 

失踪宣告の審

判書 

生死が不明となっ

た日以降に納期の

到来する返還未済

額の全部 

第４号 返還義務が

生じた月か

ら通算して

５年以上市

内に居住し

たとき。 

免除されるまでの返還金を完

納していること。 

① 戸籍の附

票 

② 滞納がな

いことの証

明書 

③ その他市

返還義務が生じた

月から通算して５

年以上市内に居住

し，かつ，申請日以

降に納期の到来す

る返還未済額の全
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長が必要と

認める書類 

部 

※第４号「返還義務が生じた月から通算して５年以上」の期間には，返還猶予されている期間は

含まない。 

別表第４（別表第３関係） 

心身障害の

程度 
番号 心身障害の状態 

第１級 １ 常時心神喪失の状況にあるもの 

２ 両眼の視力が0.02以下に減じたもの 

３ 片目の視力を失い，他方の目の視力が0.06以下に減じたもの 

４ そしゃくの機能を失ったもの 

５ 言語の機能を失ったもの 

６ 手の指を全部失ったもの 

７ 常に床について複雑な看護を必要とするもの 

８ 前各号に掲げるもののほか，精神又は身体の障害により労働能力を喪失した

もの 

第２級 １ 両眼の視力が0.1以下に減じたもの 

２ 鼓膜の大部分の欠損その他により両耳の聴力が耳かくに接しなければ大声

を解することができない程度以上のもの 

３ そしゃく及び言語又はそしゃく若しくは言語の機能に著しい障害を残すも

の 

４ せき柱の機能に著しい障害を残すもの 

５ 片手を腕関節以上で失ったもの 

６ 片足を足関節以上で失ったもの 

７ 片手の三大関節中二関節又は三関節の機能を失ったもの 

８ 片足の三大関節中二関節又は三関節の機能を失ったもの 

９ 片手の五つの指又は親指及び人差指を併せて四つの指を失ったもの 

10 足の指を全部失ったもの 

11 せき柱，胸かく，骨盤軟部組織の高度の障害，変形等の理由により労働能力
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が著しく阻害されたもの 

12 半身不随により労働能力が著しく阻害されたもの 

13 前各号に掲げるもののほか，精神又は身体の障害により労働能力に高度の制

限を有するもの 

備考 

１ 各号の障害は，症状が固定し，又は回復の見込みのないものに限る。 

２ 視力を測定する場合においては，屈折異常のものについてはきょう正視力により，視表

は，万国式試視力表による。 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第13号（第19条関係） 
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⑴については事由の継続する期間（１２年を上限とする。），⑵又は⑶は１年以内 
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様式第14号（第21条関係） 

 
 

高等学校等及び大学院に在学  
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様式第16号（第21条関係） 

 

高等学校等及び大学院に在学  
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様式第17号（第22条関係） 

 
 

三次市⾧ 様 


